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　合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律（通称「クリーンウッド法」）は、合法性が確認された
木材等の流通を促進し、違法伐採等の抑制を目指しています。令和７年４月に施行された改正法では、川
上・水際の木材関連事業者による、木材・木材製品の合法性確認等が新たに義務付けられました。（改正
クリーンウッド法の詳細は「林野」令和5年６月号No195を参照、また林野庁情報提供サイト「クリーンウッ
ド・ナビ」でも随時情報発信中）
　本稿では、クリーンウッド法の制度普及のための取組を紹介します。

　事業者の皆さまがクリーンウッド法に基づく、合法性確認結果の記録・保存、伝達等をより円滑に行えるようサポートする
「クリーンウッドシステム」の運用を令和７年４月から開始しました。本システムは利用者登録を行うことでパソコン、スマート
フォン、タブレット等から無料でご利用いただけます。　

　クリーンウッド法に基づき登録を受け、合法性が確認できた木材・木材製
品を積極的に取り扱う「登録木材関連事業者」の証であるロゴマークが作成
されました。このロゴマークは、登録木材関連事業者の名刺、納品書、パ
ンフレットやウェブサイト等に使用できます。登録木材関連事業者の皆さま
におかれましては是非ご活用ください。また、消費者の皆さまが登録木材
関連事業者から商品を購入することは、世界と日本の森林を守る大切な１歩
になりますので、マークを参考に事業者を選んでみてはいかがでしょうか。

クリーンウッドシステム

登録木材関連事業者の証となるロゴマーク

クリーンウッド法の
制度普及に向けた取組

利用者登録申請については
こちらからアクセスできます➡

ロゴマークの詳細については
こちらからアクセスできます➡

クリーンウッド法に関する情報は林野庁ウェブサイト「クリーンウッド・ナビ」で随時発信しています！

クリーンウッドシステムについて クリーンウッド法に関するＱ＆Ａ

Q1

A

「合法伐採木材等」と「合法性確認木材等」は何が違うのか

「合法伐採木材等」は我が国又は原産国の法令に適合して伐採された樹木を材料とする木材及び当該木材を加工し、又は主
たる原料として製造した家具、紙等の物品であって主務省令で定めるものをいいます。
　「合法性確認木材等」とは、法第６条第１項に規定する第１種木材関連事業者が行う合法性の確認により、違法伐採に係る
木材等に該当しない蓋然性が高いと確認された木材等のことを指します。
　クリーンウッド法において流通するのは、法第６条に基づき木材関連事業者によって合法性確認が行われた「合法性確認
木材等」、「合法性確認木材等でない木材等」、「合法性確認木材等と合法性確認木材等でない木材等で構成された木材等」の
いずれかです。

Q2

A

登録木材関連事業者のみ義務・努力義務を行えばよいのか

登録の有無にかかわらず、木材関連事業者に該当する事業者には義務及び努力義務があります（第１種木材関連事業者には
義務及び努力義務、第２種木材関連事業者には努力義務）
　木材関連事業者の登録は、合法伐採木材等の利用を確保するために取り組むべき措置を確実に講ずる木材関連事業者が登
録することができ、登録は任意になります。

Q6

A

森林外の樹木（屋敷林や街路樹等）についてもクリーンウッド法の対象か

国産材の場合、森林外の樹木はクリーンウッド法対象外のため合法性確認等の義務は生じません。輸入材については、森林
の定義が国によって異なることから、樹木の生育箇所が森林であるか否かにかかわらずクリーンウッド法の対象となります。

Q5

A

合法性が確認できなかった木材等は流通できなくなるのか

「合法性確認木材等ではない木材等」として流通させることとなります。クリーンウッド法は流通規制を課すものではなく、
合法性の確認とその結果の伝達を通じて合法性が確認された木材等の流通及び利用を促進するものです。合法性が確認でき
なかった場合は、次の取引に際し信頼性の高い取引先を選定するなど、合法伐採木材等の利用を確保するために取り組むべ
き措置（努力義務）に取り組んでいただくことで、合法性が確認された木材等の割合を高めていくことを目指しています。

A 原材料情報が全て収集できたことをもって、または特定の証明書をもって機械的に合法性確認木材等とはなりません。収集
した原材料情報が必ずしも真正なものであるとは限らないことから、第１種木材関連事業者は原材料情報に加え、国が提供
する情報、素材生産販売事業者又は我が国に木材等を輸出する者との取引の実績その他の木材等の流通及び利用に関する情
報を踏まえて合法性確認を行うものとしています。収集できなかった原材料情報がある場合は、収集できなかったという事
実とその他関連情報を踏まえて合法性確認を行っていただくことになります。

Q3 原材料情報（樹種、伐採地域、証明書）が全て収集できれば合法性確認木材等と判断して
よいのか

A 第1種木材関連事業者が合法性の確認を行う際に合法性の確認ができた木材等と合法性の確認ができない木材等が混在した
場合には、「合法性確認木材等でない」ものとして取り扱います。

Q4 合法性の確認を行う単位において、合法性の確認ができた木材等と合法性の確認ができない
木材等とが混在したものは、どのように取り扱うのか

A 対象物品（木材等）でないものを製造する者は木材関連事業者には該当せず、義務・努力義務の対象ではありません。ただし、
最終的に対象外物品に使用される原料となる対象物品（素材、製材、合板等）を取り扱う事業者は木材関連事業者に該当しま
すのでご注意ください。

Q7 クリーンウッド法対象物品を譲受けて対象物品でないものを製造する場合、木材関連事業者に
該当するのか

　クリーンウッドシステムは、クリーンウッド法に基づく記録の
作成・保存、情報伝達や報告書の作成等を行うことができるシス
テムです。本システムは Web システムとして無償で提供され、
パソコン、スマートフォン、タブレット等で利用可能です。

クリーンウッドシステムの主な機能

原材料情報（樹種、伐採地域、証明書）、その他任意情報を記録できます。

原材料情報や関連情報、合法性確認結果、合法性確認の判断理由等をセットで記録できます。

原材料情報や合法性確認結果等の伝達を行えます。
納品情報、木質バイオマス証明関連情報、登録・認定情報等の任意情報も一緒に伝達できます。

登録木材関連事業者が登録実施機関へ提出する年度報告、一定規模以上の第1種木材関連事業
者が国へ提出する定期報告を作成・提出できます。そのほか集計データとして活用できます。

システムの利用には利用者登録が必要です。
利用者登録の申請やシステムの詳細は下記サイトをご確認下さい。

https://www.rinya.maff.go.jp/j/riyou/goho/clean-wood-system/index.html
クリーンウッド・ナビ：流通木材合法性確認システム（クリーンウッドシステム）

原材料情報の登録1

合法性確認結果の登録・記録の作成2

情報伝達3

報告書作成・データ集計4

素材生産販売事業者、木材関連事業者が
利用できます！

合法伐採木材等の流通及び促進に関する法律について、よくある質問をまとめました。
無料でご利用
できます！
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● 一覧で整理、検索可能
● 大量の書類の保管不要

● システムを使うと 記録の保存や検索が容易になります
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登録木材関連事業者ロゴマーク

2025.8  VOL.221林野 18




